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（注）危険性又は有害性：平成 17 年 10 月の労働安全衛生法の改正により、安全管理者を選任しなく

てはならない業種の事業者は、設備・機械を新設するときなどに労働災害発生のおそれのある危

険性・有害性を調査し、その結果に基づいて、これらを除去・低減する措置を講ずるよう努めな

ければならないとされ、いわゆるリスクアセスメントの実施が努力義務化されました。その際に、

従来、危険有害要因、危険源、ハザードと呼ばれていたものを危険性又は有害性と統一して表現

することになりました。


